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えづけＳＴＯＰえづけＳＴＯＰ！！対策対策
〈鳥獣被害対策とは・・・〉

　熊本県では野生鳥獣による農作物被害が毎年約5億円程度発生し、被害発生の原
因は人間による「えづけ」にあるといわれています。鳥獣被害対策について、正しく学び、
集落全体で鳥獣被害対策に取り組みましょう。

　鳥獣被害は、野生鳥獣が田畑や集落を「エサ場」と認識することから始まります。「エサ場」とは、①鳥獣が
身を隠せる「ひそみ場」と、②農作物を含めた「エサ」の両方がそろう場所です。人間が無意識に収穫残さ

（収穫される部分以外の茎や根など）や生ごみ等を放置して「エサ場」として学習させることを「えづけ」といい
ます。鳥獣被害対策の基本は、この「えづけ」をやめることであり、熊本県ではこれを「えづけＳＴＯＰ！対策」とし
て推進しています。

◆「えづけＳＴＯＰ！対策」順番
　①集落みんなで勉強
　②守れる集落・田畑づくり
　③柵等による囲いや追い払い
　④個人でできない対策

　鳥獣被害対策では、対策の順番を守りながら、地域ぐるみで対策を進めることが重要です。野生鳥獣を寄
せつけない集落づくりに取り組みましょう。
　「えづけＳＴＯＰ！対策」は小さなことから取り組むことができます。地域みんなで取組みを進め、不明な点は県
や役場経済課にお問い合わせください。

問 熊本県むらづくり課　☎096-333-2416
　 経済課 農林振興係　☎57-8504

～えづけSTOP！対策～
鳥獣被害防止対策ＤＶＤ貸し出し一覧

№ タイトル 内　　容 時間

1 鳥獣被害対策動画 「えづけSTOP!対策」の基本（概要版） 12分

2 鳥獣バスター養成講座 「えづけSTOP!対策」の基本（４部構成） 90分

3 運命を分ける瞬間 狩猟を行う際の注意事項（わな猟含む） 30分

4 環境省作成資料 アライグマの被害防除について 10分

◎農作業安全啓発ＤＶＤの活用方法等について

　１ 活用場面
　　（1）農家や関係者が集まる座談会や集会等
　　（2）その他各種イベント

　２ 申し込み方法　※貸出は無料です
　　むらづくり課に事前に電話で連絡のうえ、申し込みの手続をしてください。

問 熊本県むらづくり課　☎096-333-2416

1 今年の南関町消防出初式が開催されるのはいつ？

　 ア　1月6日 イ　1月13日 ウ　1月20日

2 第47回南関町駅伝大会で優勝したチームは？

　 ア　小原・定住促進住宅　　　イ　関東　　　ウ　関村

3 南関町地域おこし協力隊の①岩下小太郎さんと②山﨑多世子さんが取り組んでいる活動テーマは？

　 ア　①　ウナギの養殖　　イ　①　eスポーツの推進　　ウ　①　肥後琵琶

　　　 ②　新規就農者支援　　　②　遺跡の発掘調査　　　　  ②　フットパス

4 メジャーリーグで大活躍している大谷翔平選手が今季から所属するチームは？

　 ア　阪神タイガース　　　イ　ドジャース　　　ウ　なんかんトッパーズ

ハガキに①１～４のこたえ ②住所 ③氏名 ④広報なんかんの感想や意見を書いて送って下さい。

正解者の中から抽選で６人に５００円分の図書カードを贈呈します。１月１２日㊎の消印まで有効です。

■送り先　〒861-0898　南関町役場　広報なんかん「お年玉クイズ」係
問 総務課 総務係　☎57-8500

ヒントヒント
今月号の紙面を
よ～く見ればわかる
問題もあるよ♪

新年号恒例のお年玉クイズ。
５００円分の図書カードを
ゲットしよう。

空き家・セミナー空き家・セミナー
個別相談会開催のお知らせ個別相談会開催のお知らせ

化学肥料の化学肥料の
低減を進める取組の支援低減を進める取組の支援

　玉名圏域定住自立圏構成市町

合同の空き家セミナー及び個別

相談会を開催します。

１、日時、場所

日　時 場　所 備　考
1月15日㈪
14：00～ 南関町

セミナー（1時間）終了
後、各町3組まで個別相
談可能（要事前予約）

1月16日㈫
9：30～ 玉東町

1月17日㈬
9：30～ 和水町

※詳しくは、町ホームページをご覧ください。

２、申込方法

　①右記二次元コードから直接申込み

　②下記へ申込み

３、申込期限　令和6年1月10日㈬まで

問 まちづくり課 まちづくり推進係　☎57-8501

緑肥作物の作付拡大支援事業

＜対象＞
・町内に住所を有する人
　※�他の国、県、町の補助金を活用して購入する場合

は対象外です。
・�対象経費：令和5年6月1日から12月末日までに対象

者が販売店（JAなど）で購入した対象種子の購入
金額1/2以内

土壌・生育診断の推進支援事業

＜対象＞
・町内に住所を有する人
・�地域の農業者の組織する団体（営農組合、JAの各

部会など）
・�対象経費：土壌診断などを行うサービス提供事業

者との同サービス契約料金の1/2以内
　※�令和5年6月1日から令和6年1月末日までに実施

した分が対象です。

問 経済課 農政係　☎57-8504


